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件  名  平成２２年度当初予算（案）について 

経 過 ・現状 

 

政 策 課 題 

・ 平成２２年度は、臨海部への企業立地が進んだことにより固定資産税が増収

見込みとなるものの、企業収益の悪化や個人所得の大幅な減少により、市税

収入全体としては、厳しい状況が続く。 

・ また、生活保護費をはじめとした社会保障関係経費の大幅な増加が本市財政

を圧迫することが予想される。 

・ 選択と集中の徹底による施策の重点化、補助金や委託料の見直し、要員管理

計画に基づく職員数削減をはじめとする内部管理経費の削減など一層の行財

政改革を進めるとともに、予算過程の「見える化」を導入した。 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取組 

（ 案 ） 

 

１．予算規模 

 ○一般会計の予算規模 ３，２７６億円(対前年度比＋８２億円、２．６％増)

 ※子ども手当を除く  ３，１７３億円(対前年度比△２１億円、０．７％減)

 

 ○全会計の予算規模  ６，２７４億円(対前年度比＋４７億円、０．８％増)

 

２. 歳入(一般会計) 

  ○市税      １，２９２億円(対前年度比  △１億円、０．１％増)

○地方交付税      ３５７億円(対前年度比＋５７億円、１９．０ ％増)

  (臨時財政対策債を含む) 

 ○市債          ３５２億円(対前年度比△５７億円、１３．９％減)

  うち臨時財政対策債    １４６億円(対前年度比＋５７億円、６４．０％増)

  うち退職手当債        ４３億円(対前年度比△１１億円、２０．４％減)

 

３．歳出(一般会計) 

   ○人件費              ５６５億円(対前年度比△２３億円、４．０％増) 

   うち退職手当     ６８億円(対前年度比△１３億円、１５．５％減)

  ○扶助費        ９５１億円(対前年度比＋１７１億円、２１．９％増)

 ○公債費              ２８５億円(対前年度比△５億円、１．６％減) 

効 果 の 想定 

 

 

関 係 局 との 

政 策 連 携 

 

 

 

 


